
事業番号 - - -

（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
内閣府青年国際交流事業既参加日本青年フォローアップ調査報告書

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

99% 100% 74%

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

内閣府設置法（平成11年７月16日　法律第89号）
第４条第３項二十七
「青少年の健全な育成に関する関係行政機関の事務の
連絡調整及びこれに伴い必要となる当該事務の実施の
推進に関すること」

主要政策・施策

翌年度へ繰越し -

計

令和2年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。別

添可）

令和4年度要求

予算
の状
況

1,403

青年国際交流事業フォロー
アップ調査（回収率75％以
上）において、事業から1年
後、「事業で得たﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ
能力等を発揮する具体的
機会を得た」に対する回答
（①そう思う、②ややそう思
う、③どちらでもない、④あ
まりそう思わない、⑤そう思
わない）の5段階評価にお
いて、①及び②を選択した
者の割合を80％以上とす
る。

実施方法

平成30年度

％

青年国際交流経費 担当部局庁 政策統括官（政策調整担当） 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 青年国際交流担当
審議官（参事官併任）
　酒田　元洋

事業名

会計区分

令和3年度

-

令和元年度

　青年国際交流事業では、日本青年を「国際社会・地域社会で活躍する次世代グローバルリーダー」に育成することを目的に、航空機による派遣・招へい事業
及び船による多国間交流事業を実施する。
　日本及び諸外国から選抜された青年が、世界的な共通課題についての研究・討議、自国文化の紹介などの各種交流活動、産業・文化・教育施設等の視察・
意見交換などを行うほか、各国の代表者として、皇室の御引見を賜わったり、各国の元首級等を表敬訪問している。
　日本を含む訪問国では、各地方のホストファミリーや地元青年もホームステイ受入れやディスカッションを通じて国際交流の機会を得る。

▲ 1,260 -

1,410

- -

- -

青年国際交流事業フォロー
アップ調査において、事業
から1年後、「事業で得たﾘｰ
ﾀﾞｰｼｯﾌﾟ能力等を発揮する
具体的機会を得た」に対す
る影響（青年リーダー育成
の自覚）を示す割合

-

定量的な成果目標

1,383

--

1,398

昭和34年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以内）

①青年の国際的視野を広げ、国際協調の精神やリーダーシップを持った青年を育成する。
②事後活動として、青年の社会貢献活動等による活躍を促進する。
③国境を越えた青年相互の友好と理解を促進し、長期にわたる緊密な人的つながりを形成する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標

1,410 1,403 123 1,383 1,353

1,404 91

執行率（％） 99% 100% 74%

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

-

80

-達成度

75.5

-

80

年度

「子供・若者育成支援推進大綱」（令和３年４月６日　子ども・
若者育成支援推進本部決定）

平成30年度 令和元年度 令和2年度
目標最終年度

94.4 94.4

80

75.5 75.9

80

94.9 -

-

-

- -

1,383 1,353

関係する
計画、通知等

4

20 0120

2

2

1,383 1,353

2021 府

子ども・若者育成支援

令和3年度当初予算

780

583

11

5庁費

委員等旅費

その他

計

10

5

令和3年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

788

548

2

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

青年の船運航費

諸謝金

職員旅費令和3・4年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

新たな成長推進枠：123

令和4年度要求

年度



☑
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内閣府青年国際交流事業既参加日本青年フォローアップ調査報告書

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

単位

定量的な成果目標

-

98.6 102.1

単位

％

％

青年国際交流事業フォロー
アップ調査において、事業
から5年後、「事業参加経験
をきっかけに社会貢献（ボ
ランティア活動等）に取り組
むようになった」に対する影
響（社会貢献活動の促進）
を示す割合

成果実績

目標値 ％

達成度

定量的な成果目標

成果指標

青年国際交流事業フォロー
アップ調査（回収率75％以
上）において、事業から1年
後、「同事業に参加した外
国参加青年と現時点でも交
流が続いているか」に対す
る回答（①続いている、②
続いていない）において、①
を選択した者の割合を85％
以上とする。

青年国際交流事業フォロー
アップ調査において、事業
から1年後、「同事業に参加
した外国参加青年と現時点
でも交流が続いているか」
に対する影響（人的ネット
ワーク構築）を示す割合

成果実績

98.1

85 85

％

青年国際交流事業フォロー
アップ調査（回収率75％以
上）において、事業から1年
後、「事業参加経験をきっ
かけに社会貢献（ボランティ
ア活動等）に取り組むように
なった」に対する回答（①そ
う思う、②ややそう思う、③
どちらでもない、④あまりそ
う思わない、⑤そう思わな
い）の5段階評価において、
①及び②を選択した者の割
合を65％以上とする。なお、
当該指標は目標最終年度
（令和4年度）を前に目標が
達成されたため、令和2年
度から目標値を60％から
65％に引き上げた。

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

％

85

- -

定量的な成果目標

成果指標

％

青年国際交流事業フォロー
アップ調査（回収率50％以
上）において、事業から5年
後、「事業参加経験をきっ
かけに社会貢献（ボランティ
ア活動等）に取り組むように
なった」に対する回答（①そ
う思う、②ややそう思う、③
どちらでもない、④あまりそ
う思わない、⑤そう思わな
い）の5段階評価において、
①及び②を選択した者の割
合を70％以上とする。
※　当該目標は令和2年度
新規目標であるが、実績を
把握できるため、成果実績
については過年度分も記載

達成度 ％

目標値

成果指標 令和元年度

青年国際交流事業フォロー
アップ調査において、事業
から1年後、「事業参加経験
をきっかけに社会貢献（ボ
ランティア活動等）に取り組
むようになった」に対する影
響（社会貢献活動の促進）
を示す割合

成果実績

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

4

％

目標値

令和2年度
中間目標

95.1105.3

単位

％

平成30年度

成果指標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

達成度

単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

％

青年国際交流事業フォロー
アップ調査（回収率50％以
上）において、事業から5年
後、「事業で得たﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ
能力等を発揮する具体的
機会を得た」に対する回答
（①そう思う、②ややそう思
う、③どちらでもない、④あ
まりそう思わない、⑤そう思
わない）の5段階評価にお
いて、①及び②を選択した
者の割合を85％以上とす
る。
※　当該目標は令和2年度
新規目標であるが、実績を
把握できるため、成果実績
については過年度分も記載

青年国際交流事業フォロー
アップ調査において、事業
から5年後、「事業で得たﾘｰ
ﾀﾞｰｼｯﾌﾟ能力等を発揮する
具体的機会を得た」に対す
る影響（青年リーダー育成
の自覚）を示す割合

成果実績 ％

目標値

83.8 86.8 83.4 - -

85

- - 92.4 - -

85 85

目標最終年度

60 60 65 - 65

年度

4 年度

4 年度

達成度 ％

61.8 - -

- - 86.7 - -

平成30年度 令和元年度 令和2年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

77.9 72.9 78.5 - -

- - -

- 年度

57.9 63.2

4 年度

-

中間目標 目標最終年度
- 年度

- 70

中間目標 目標最終年度
- 年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度

- -

- -

平成30年度 令和元年度 令和2年度

69.9 65.1 60.7

70

-96.5



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経

済
・
財
政
再
生
計

画
と
の
関
係

3年度
活動見込

4年度
活動見込

- -

計算式 X/Y

単位

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

529 524

3年度
活動見込

4年度
活動見込

-

291

-

279

529

平成30年度 令和元年度 令和2年度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

人

活動指標

国際青年育成交流事業、国際社会青年育成事業、日
本・中国青年親善交流事業、日本・韓国青年親善交流
事業、明治150年記念「世界青年の船」事業、「世界青年
の船」事業、「東南アジア青年の船」事業及び地域課題
対応人材育成事業「地域コアリーダープログラム」におい
て、外国青年と交流を行った日本参加青年の人数
※なお、令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡大の
ため、通常事業を中止し、急遽オンラインによる交流事
業を行った。オンライン事業での活動実績は1320人
過年度の事業と実施方法等が異なり、比較ができないた
め表中に令和2年度の実績は記載していない。

活動実績 284 280 -

人

1,372,379,6
82

/33,004

国際青年育成交流事業、国際社会青年育成事業、日
本・中国青年親善交流事業、日本・韓国青年親善交流
事業、明治150年記念「世界青年の船」事業、「世界青年
の船」事業、「東南アジア青年の船」事業及び地域課題
対応人材育成事業「地域コアリーダープログラム」におい
て、日本青年と交流を行った外国参加青年の人数
※なお、令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡大の
ため、通常事業を中止し、急遽オンラインによる交流事
業を行った。オンライン事業での活動実績は1328人
過年度の事業と実施方法等が異なり、比較ができないた
め表中に令和2年度の実績は記載していない。

1,359,381,000/33,104

3年度活動見込

40,505 41,582 -

令和2年度

円

活動実績 人

当初見込み 人

令和元年度 令和2年度

540 534 -

548 545

単位

X=事業のための予算執行額／Y=事業参加人数・交流日
数

※なお、令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡大の
ため、通常事業を中止し、急遽オンラインによる交流事

業を行った。オンライン事業での単位当たりコストは
6,323円、計算式は94,698,000/14,977

過年度の事業と実施方法等が異なり、比較ができないた
め表中に令和2年度の実績は記載していない。

単位当たり
コスト

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

291 291 291

平成30年度

41,064

平成30年度

1,360,652,0
04

/33,592

令和元年度

-

19．青年国際交流の推進

政策 13．共生社会政策

施策



事業番号 事業名所管府省名

-

本事業は、関係各国政府との共同事業及び当該政府の協力
を得て進めている事業であり、地方自治体、民間等に委ねる
ことができず、国が実施する必要がある。

○

○

-

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

グローバル化が進展し、あらゆる分野で国境を越えた協力・
調整・交渉が不可欠となっている現在、グローバル人材の育
成は我が国の最重要課題の一つであり、社会のニーズを反
映しているといえる。

○

〇事業目的①リーダーシップ関係の指標の実績向上に向け、青年が事後活動に主体的に参加できるよう、本事業同窓会組織である日本青年国
際交流推進機構と新たなスキーム構築を進める。
〇一者応札改善に向けた取組や事業内容等の見直しを行い、経費削減を進める。

〇成果実績について、令和２年度は、コロナ禍の影響を受けつつも、３つの指標全てが前年度と同水準を維持している。また、令和２年度行政事
業レビューにおいて目標が達成された指標があったことを踏まえ、目標値を引き上げたほか、更なる事業効果の把握のため、事業参加から５年
後の実績に関する指標を追加した。
〇単位当たりコストについては、上述のとおりコロナ禍の影響により全ての事業をオンラインで実施したことにより、例年と比較が困難な結果と
なった。

‐

事業に参加した青年が組織する日本及び世界40か国以上に
設立された各国事後活動組織は、ネットワークを発展させると
ともに、様々な社会貢献活動を行っている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

過去に国際交流事業の実績を有する事業者に委託すること
で安全性等の観点からより効果的に実施ができている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

有

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

一般競争入札又は公募型随意契約により、競争性ある調達
方式を実施している。一者応札については、平成31年3月の
総務省公共サービス改革推進室によるヒアリングを経て、業
界団体への調達情報の周知等改善に向けて努めていた。
令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡大のため、全事業
を中止し、急遽、オンラインでの事業実施に切り替えたとこ
ろ、結果として一者応札となった事業あり。令和3年度以降、
通常事業実施に際しては、これまでの指摘を踏まえ、今後も
改善に向けて取り組む。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

○

印刷物のページ数、冊数を減らすなどコスト削減に努めてい
る。

概ね成果目標に見合ったものとなっている。

○

事業に必要となる費目・使途に限定している。

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

「子供・若者育成支援推進大綱」（令和3年4月6日　子ども・若
者育成推進本部決定）においても、若者の国際理解を促し、
グローバル化に対応したリーダーシップ能力、異文化対応力
を育成するとともに、日本人としてのアイディンティティの確立
を図るため、国際交流の機会を提供することとされている。

毎年度事業内容の見直しを行うとともに、既参加青年を始め
とするボランティアの支援等により、経費の削減に努めてい
る。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡大のため、通常事
業を中止し、急遽オンラインによる交流事業を行った。そのた
め令和２年度実績は、通常事業実施を想定した見込みと比較
が困難な結果となった。

○

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

有

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

点検結果

令和２年度はコロナ禍の影響により、全ての事業をオンライン
で実施し、パソコン等情報通信機器や通信回線に係る費用等
について参加者個人の負担としている。なお、通常事業を実
施した際には、日本参加青年の参加費については、応分の
費用負担としている。近年は日本参加青年の負担額を増加さ
せており、適宜見直しを行っている。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



- -

-

現
状
通
り

点検対象外

今回、事業参加から５年後の実績に関する指標の追加を行ったことで、更なるアウトカムの把握を行いつつ、引き続き、効果的・効率的な事業の実
施・調達に努めて参りたい。

関連する過去のレビューシートの事業番号

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

平成24年度行政事業レビュー公開プロセス（０１３１）　青年国際交流経費
【結果】廃止【取りまとめコメント】全体プログラム、スキームの大幅な見直し、改善、効果測定が無い限り、廃止するべきである。様々な御意見があったことを踏まえつ
つ、十分検討し対応する。
・「青年国際交流事業の効果測定・評価に関する検討会」（平成24年7月に３回開催）中間報告（http://www8.cao.go.jp/youth/kouryu/kouka_kentoukai/index.html）
ポイント：グローバル人材の育成が急務となる中、青年国際交流事業について必要な見直しを行いつつ、発展的に継続すべき。
・「青年国際交流事業に関する検討会」（平成25年4月～同年6月に３回開催）報告書（http://www8.cao.go.jp/youth/kouryu/kouryu_kentoukai/index.html）
ポイント：「世界青年の船」の優れた点を活かしながら、グローバル人材の育成のため、発展的見直しを行うべき。
・「平成26年度青年国際交流事業の効果測定・評価に関する調査・研究」報告書（http://www8.cao.go.jp/youth/kouryu/research/h26/index.html）
ポイント：
- 内閣府事業参加者は他の国際交流事業参加者に比べ、仕事や社会貢献活動においてリーダーシップを発揮する機会をより多く有している。
- 船上研修経験者は、非経験者と比べ、事業への参加を通じてその後の人生やｷｬﾘｱにより大きな影響を受け、人脈やﾈｯﾄﾜｰｸもより広がったと考えている。
- 船上研修では、逃げ場のない空間で文化や価値観の衝突を経験し、それを乗り越えることで他では得られない絆や人間力が育まれるが、そのような学びを得るため
には１か月を超える航海期間が必要と多くの参加者が考えている。

・平成26年度「秋のレビュー」の指摘事項に対する対応状況について
【指摘事項】
　成果指標として掲げられている「青年国際交流事業の各事業における参加青年アンケート調査において、事業参加者が青年本人の将来に役立つと思う者の割合」に
ついては、真に国益に資する事業か否かを測ることができる指標に置き換えた上で、改めて事業の効果を検証し、自己負担の在り方を含む事業の見直しにつなげてい
くべきである。特に、来年度予算として要望のある「次世代グローバルリーダー事業」については、これまでの指摘等を踏まえ、①自己負担の在り方、②適切な効果の
測定手法の設定及びその検証、③経費削減を通じた効率化等について十分な検討を尽くすべきである。
【対応状況】
　青年国際交流事業の効果検証に関する検討会（http://www8.cao.go.jp/youth/kouryu/kouryu_kenshou/pdf/houkokusho.pdf）において、今後の効果測定の方向性に
ついて、以下の指摘がなされた。①事業中～終了直後／事業から１年後／中長期のフォローアップの計３回に分けて、事業目的に沿って実施する、②参加青年の成長
については、次世代グローバルリーダーに必要な能力に絞って評価を行う。これらを踏まえ、成果指標を設定したほか、事業参加者の一年後のフォローアップ調査を行
い、有識者による検討会においても議論を行っている。引き続き、効果の検証を進めながら、事業の不断の見直し・改善を行う。
　自己負担額について、平成27年度事業から、これまでの同様の事業に比べ、約４割の引上げを実施。今後も引き続き、効果の検証を図りながら、自己負担の在り方
について不断の見直し・改善を行う。
　また、事業日程の効率化、青年主体の交流促進という趣旨を踏まえたレセプション等行事の効率化、外国寄港時の当地活動費用の節減に向けた外国政府への協力
依頼、民間企業・団体に対する協力依頼（必要な物品等の提供、事業期間中の講義への協力及び広報への協力依頼等）等を行い、事業の効率化及び経費縮減のた
め不断の見直し・改善を行う。

現
状
通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

アウトカムが事業終了1年後の者へのアンケート結果を指標としていることから、コロナ禍で影響を受けた令和2年度の事業の参加者からのアンケー
トの結果が影響する来年度についての結果を注視しつつ、引き続き一者応札の改善に向けた取組を行い適切な調達に努めること。

平成24年度 0131

平成27年度

平成26年度

令和2年度 内閣府 0107

平成22年度 0127

平成23年度 0134

平成25年度 0092

0088

平成28年度

平成29年度 0088

平成30年度 0096

令和元年度 内閣府 　 0106

0095

0084



※令和2年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足

する）
（単位：百万円）

一般管理費

3

人件費 担当者の人件費

参加青年の国際航空券等

36

使　途

事業費

費目・使途
（「資金の流れ」にお
いてブロックごとに最
大の金額が支出され
ている者について記
載する。費目と使途
の双方で実情が分
かるように記載） 4.3

金　額
(百万円）

6

B.東武トップツアーズ（株）東京国際事業部
金　額

(百万円）

31

金　額
(百万円）

旅費旅費、謝金、借料、会議費、雑役務費等

費　目

計 81 計 3

費　目 使　途

8消費税

使　途

（100万円未満） 賃金 人件費

金　額
(百万円）

費　目 使　途

A.（一財）青少年国際交流推進センター

計

計 0 計

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

印刷製本費
内閣府青年国際交流事業報告書（令和元年
度「世界青年の船」事業）作成

1

計 1

4.3

金　額
(百万円）

C.（株）インジェスター D.職員A

費　目

0

E.（株）五月商会 F.

費　目



支出先上位１０者リスト

A.

（一財）青少年国際
交流推進センター

（一財）青少年国際
交流推進センター

（一財）青少年国際
交流推進センター

11

5 1 -

- -

4

（一財）青少年国際
交流推進センター

（一財）青少年国際
交流推進センター

10

-

2010005002856

2010005002856

2010005002856

2010005002856

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

6

1

8

7

9

1 -

随意契約
（公募）

一般競争契約
（最低価格）

（一財）青少年国際
交流推進センター

（一財）青少年国際
交流推進センター

（一財）青少年国際
交流推進センター

（一財）青少年国際
交流推進センター

（一財）青少年国際
交流推進センター

2

3

1 -

法　人　番　号

2010005002856

2010005002856 27

予定価格が類推されるそおれが
あるため、落札率は記載してい
ない。

-

（一財）青少年国際
交流推進センター

2010005002856

令和２年度国際社会青年
育成事業及び地域課題対
応人材育成事業「地域コア
リーダープログラム」のオン
ライン交流等に関する運営
業務

11
一般競争契約
（総合評価）

1 -
予定価格が類推されるそおれが
あるため、落札率は記載してい
ない。

-

予定価格が類推されるそおれが
あるため、落札率は記載してい
ない。

予定価格が類推されるそおれが
あるため、落札率は記載してい
ない。

2010005002856

2010005002856

「東南アジア青年の船」未
来会議運営業務

令和２年度「世界青年の
船」その後の未来報告会運
営業務

令和２年度青少年国際交
流事業の活動充実強化に
おける支援業務

令和2年度日本・韓国青年
親善交流事業及び日本・中
国青年親善交流事業のオ
ンライン交流等に関する運
営業務

令和２年度「東南アジア青
年の船」事業（第４７回）支
援業務

予定価格が類推されるそおれが
あるため、落札率は記載してい
ない。

随意契約
（その他）

2010005002856

2010005002856

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

14

8

1

0.9

0.9

0.8
随意契約
（少額）

- -

1

-

- -

4 -

令和２年度日本・中国青年
親善交流事業に関する支
援業務

令和３年度「東南アジア青
年の船」事業（第47回）に係
る関係各国連絡会議の運
営支援業務

内閣府青年国際交流事業
既参加青年へのアンケート
調査の委託業務

２０１９年度「世界青年の
船」事業に係る報告会の運
営業務

内閣府青年国際交流事業
既参加者青年へのインタ
ビュー調査の委託業務

7

一般競争契約
（総合評価）

8

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（最低価格）

1 -

6

-

ー

ー

ー

ー

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）



B

C

D

E

随意契約
（少額）

- - ー

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）五月商会 4013301005010
内閣府青年国際交流事業
報告書（令和元年度「世界
青年の船」事業）作成

1
随意契約
（少額）

- - ー

その他 - - ー

職員D -

「東南アジア青年の船」事
業の事後活動実態調査等
に係る立替払費用（出張者
の予防接種費用）

0 その他 - - ー

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

予定価格が類推されるそおれが
あるため、落札率は記載してい
ない。

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東武トップツアーズ
（株）東京国際事業
部

4013201004021
「東南アジア青年の船」（第
４７回）事業に係る国際航
空便の手配等支援業務

3
一般競争契約
（最低価格）

1
予定価格が類推されるそおれが
あるため、落札率は記載してい
ない。

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 (株)インジェスター 5010401050919
令和２年度日本・韓国青年
親善交流事業に関する支
援業務

0.7
一般競争契約
（最低価格）

4 -

その他 - - ー

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

職員A - 賃金等 4 その他 - - ー1

4

2

3

個人B - 事務委嘱謝金 0.1

法人C - 会議出席者金 0.1

随意契約
（少額）

- - ー

（株）祐馬工芸 2010001105514
６．０パネル＆ピクチャー黒
赤富士　外１１件

0.3
随意契約
（少額）

- - ー

1

2

3

4

（有）創電社 4010502006218 無線機修理 0.2

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

朝日梱包（株） 9010601040880

内閣府青年国際交流事業
報告書（令和元年度「世界
青年の船」事業）の梱包発
送

0.2



達成度 ％

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
内閣府青年国際交流事業既参加日本青年フォローアップ調査報告書

青年国際交流事業フォロー
アップ調査（回収率50％以
上）において、事業から5年
後、「同事業に参加した外
国参加青年と現時点でも交
流が続いているか」に対す
る回答（①続いている、②
続いていない）において、
①を選択した者の割合を
85％以上とする。
※　当該目標は令和2年度
新規目標であるが、実績を
把握できるため、成果実績
については過年度分も記
載

青年国際交流事業フォロー
アップ調査において、事業
から5年後、「同事業に参加
した外国参加青年と現時点
でも交流が続いているか」
に対する影響（人的ネット
ワーク構築）を示す割合

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標
4 年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

目標値 ％

成果実績 ％

単位

72.1 76.3 - -

- - 85 - 85

69.9

- - 89.8 - -
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